未公開株等評価機関に関する概要書の記載内容について

（記載上の注意）

· 「未公開株等評価機関に関する概要書」は、未公開株等評価機関（申請投資法人（新規上場申請者である投資法人をいう。以下同じ。）が未公開株等の評価業務を委託する機関をいう。以下同じ。）が作成、当該未公開株等評価機関の代表者が記名押印し、申請投資法人に提出すること。

· 申請投資法人は、未公開株等評価機関より提出を受けた「未公開株等評価機関に関する概要書」に当該申請投資法人の代表者が記名した書類を添付し、提出すること。

· 申請投資法人が添付する書類には、未公開株等評価機関より受理した旨及び「未公開株等評価機関に関する概要書」が当該未公開株等評価機関により作成されたことに相違ない旨記載すること。

· 「新規上場申請者」とは申請投資法人及び申請投資法人より資産運用業務の委託を受けた資産運用会社をいう。

· 「最近」の起算は、直前事業年度の末日からさかのぼるものとする。

１．会社概要

（1） 商号

（２）事業内容

（３）役員の状況（氏名、生年月日、略歴）

（４）設立年月日

（５）会社の沿革（沿革、最近10年間における不渡手形の有無）

（６）株主の状況（上位10名について、氏名・所有株式数・所有比率・関連当事者（財務諸表等規則第８条第17項に規定する関連当事者をいう。）が含まれる場合は会社との関係）

（７）従業員の状況（直近で把握できている従業員数）

（８）組織図（部署について、名称・責任者の役職氏名・配置人数）

２．新規上場申請者との関係

（１）新規上場申請者との資本的関係の有無（最近３期間及び直前事業年度の末日の翌日から当該書類作成日までにおける有無を記載。以下（２）及び（３）について同じ。）

（２）新規上場申請者との人的関係の有無

（３）新規上場申請者との営業取引その他取引の有無

（４）新規上場申請者との契約の有無（当該書類作成日における有無を記載。）

３．業務内容

（1） 経営方針、事業展開方針

（2） 事業の種類別セグメントごとの事業内容

（３）最近３期間の財務諸表

（４）最近３期間の事業別売上高

（５）最近３期間の事業別での主要取引先と取引金額（販売、仕入、外注）

（６）資産評価業務の位置付け（最近３期間における売上高と事業に占める資産評価業務の必要性について記載。）

４．上場予定投資法人に属する資産評価

（１）評価部署

（２）当該部署の人員構成（構成図、責任者及びその他人員の氏名・略歴・経験年数（未公開株企業の評価の知識・経験）、証券アナリスト資格の有無等）
（３）必要に応じ公認会計士等の意見等を適時・継続的に得られる環境整備の有無（有る場合は具体的な内容）
（４）主な評価実績（書類作成日からさかのぼって１年間に行った資産評価業務のうち主なものを数例あげ、その資産評価業務の遂行に当たって割り振られた業務の内容とその業務を行った人員名について記載すること。なお、例示された取引先の名前の記載については仮名でもよい。）

（５）今回の資産評価業務に対する人員ごとの業務内容

（６）資産の評価時期及び評価業務のフロー
（７）今回採用する資産評価の手法及び採用理由

（８）情報管理体制

以　　上

